
1. ４市の災害廃棄物発生量及び処理可能量（焼却・処分）
の算定、処理フロー及び留意点の整理

� ４市の発生量及び処理可能量を比較して充足状況を確認
� 焼却・処分については平常時の処理先を踏まえた処理フローを

作成
� 発災時における懸念事項等を留意点として処理工程別（収集運

搬、仮置き、再生利用、焼却、最終処分）に整理し、近隣市との
協力・連携体制を構築する必要性を検討

2. 仮置場の必要面積の算定、仮置場の配置計画の検討、
利用可能性に係る検証

� 仮置場の必要面積を算定し、候補地の面積と比較して充足状況
を確認。図面上に候補地をプロットし、配置計画を検討

� 候補地が使えるかどうか、実際に現場確認を行い、作成した
チェックシートで利用可能性を検証

3. 災害時における協定等の整理
� 近隣市との協力・連携体制を検討するにあたり、現在締結してい

る災害支援協定の内容を整理

4. 近隣市との協力・連携体制の構築に向けた意見交換会
の開催

� 上記１～３の検討結果を踏まえ、協力・連携体制を構築する必要
性や協力・連携体制のあり方を整理

� 意見聴取事項を整理し、近隣市・関係行政機関との意見交換会
を開催

平成２８年度災害廃棄物処理計画策定モデル事業（埼玉県所沢市）

● 災害廃棄物の発生量や処理方法、協定内容等の基礎情報を整理
● 近隣市（飯能市、狭山市、入間市）との災害廃棄物処理に係る協力・連携体制のあり方を検討
● モデル事業の成果を活用し、次年度以降、災害廃棄物処理計画の策定を進めるとともに、近隣市に対しても
処理計画の策定を働きかけていく予定

本地域の課題

� 同市は住宅密集地であり、仮置場の選定が難しい
� 市域内の処理だけでなく、協力体制の確立といった観点から、近隣市（飯能市、狭山市、入間市）との災害廃棄物処理の協力・連携体制の構築が
必要

モデル事業の概要被害想定

震度分布図：立川断層帯地震（破壊開始点：南）
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� 想定災害：立川断層帯地震
� 所沢市の震度：５強～６強
� 災害廃棄物発生量：約27万トン

（出典：平成24・25年度埼玉県地震被害想定調査報告書）



本モデル事業の主な内容

焼却処理 再生利用・最終処分等

� 平時からの焼却処理量が多く、他市に比べ焼却施設が新しい所沢
市や、現在新規施設を建設している飯能市が狭山市・入間市の焼
却処理を支援する。

�所沢市が主導して、木くず・こんガラの再生利用先や災害廃棄物の
最終処分先について処理先の調整等を行う。

�平時からとくに再生利用先や最終処分先を調査・検討するとともに、
発災後円滑に搬出ができるよう、協議を行い、協定等を結んでおく。

収集運搬 仮置き

�発災後において、各市の収集運搬車両等の充足度合いを共有し、
車両を適宜貸与する等の調整・支援を行う。

� ４市での協力を行っても収集運搬台数が不足する場合、一般廃棄物
処理事業者等に応援を要請する。

�検討結果より、所沢市と入間市の仮置場面積が充足する可能性が
高いため、狭山市や飯能市と仮置場を適宜共用する等の支援を行う。
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○近隣市との協力・連携体制の構築
� ４市分の基礎情報（災害廃棄物発生量・処理可能量・仮置場の必要面積な
ど）の整理や処理フローを作成
➡基礎情報から４市の強みや弱みを整理
➡各自治体の弱みを補完しあう相互の協力・連携体制のあり方を検討

� ４市による意見交換会にて、入間市から、台風に伴う水害による災害廃棄物
処理の対応や課題等について発言いただいた
➡近隣市の苦労話により、自地域も被災する可能性を認識
➡災害廃棄物対策の必要性を再確認

� 協力・連携体制の確立にあたり、平常時の廃棄物処理の既存の枠組み（ダイ
アプラン）や災害支援協定をベースとした相互支援の精神からアプローチ

➡納得感や一体感の醸成につながった

○候補地の現場確認等による利用可能性
の検証
現場での確認事項を整理したシート（右表）を作成

し、候補地の利用可能性の検証を実施
➡仮置場候補地の現地調査は、実行性のある配
置計画の検討に資する

➡他自治体における候補地検討に参考になる

仮置き場候補地の現地調査

仮置き場候補地の現地確認事項

所沢市を含む４市の協力・連携体制


